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－２ 不開示－現行法の改正
前述のように法律委員会は，本レポートの第３章において開示義務に関する
現行法およびその欠陥について説明した上で，そのような欠陥を取り除くため
には保険業界による自主規制では足りず，法改正の必要があると結論付けたの
であるが，これに続く第４章においてその改正の方途が検討されている。法律
委員会は，法改正の方法として以下の３つが考えられる１）として，それぞれに
ついて検討を行っている。
Ａ．E. E. C.指令第３条の実施。これはすなわち，開示義務は保持しつつも，
いわゆる比例（プロ・ラタ）原則２）の採用により，現行法のオール・オア・
ナッシング的効果を緩和するものである。
１）Par.４.１.
２）本レポートにおいては“The proportionality principle”と表記されているために，以下に
おいて本レポートを参照して記述する際には，これを「比例原則」と訳すことで統一する
こととしたい。
Ｂ．全ての開示義務の廃止，または消費者保険についての開示義務の廃止もし
くは緩和。
Ｃ．開示義務の改正。これはすなわち，開示義務は保持しつつも，その範囲を
変更するものである。
Ａ．E. E. C. 指令第３条
法律委員会は第１に，E. E. C.指令の第３条について検討を行っている。こ
の E. E. C.指令第３条の規定は，以下の通りである。３）
E. E. C.指令第３条
１．契約締結の際に保険契約者は，自らが知っており，また保険者のリスクの
評価または引受けに影響を及ぼし得る全ての事情を保険者に申告するものと
する。保険契約者は，保険者が既に知っているかまたは周知の事情を保険者
に申告する義務は負わない。保険者が書面により特に質問した事柄に関する
全ての事情は，反証がなければ，リスクの評価および引受けに影響を及ぼす
ものであるとみなされる。
２． 契約が締結された際には両当事者が知らなかった事情がその後明るみ
に出た場合，または保険契約者が第１項において述べられた義務の履行
を怠った場合には，保険者にはその事実を知った日から２ヶ月間以内に
契約の修正を申込む権利が与えられる。
 保険契約者には，契約修正の申込を承諾するかまたは拒絶するかを
決定する期間として，契約修正の申込を受けた日から１５日間が与え
られる。保険契約者が申込を拒絶する場合，または上記の期限内に回
答しない場合には，保険者は１５日間通知した上で，８日以内に契約
を終了させることができる。
 契約が終了される場合，保険者は保険契約者に対して保険カバーが
３）Appendix C, pp.１６１－１６２.
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提供されない期間に対応する保険料の割合部分を払い戻すものとす
る。
 契約が修正されるか，または契約の終了が実施される以前に保険金
請求がなされる場合には，保険者は合意された保険カバーを提供する
ものとする。
３．保険契約者が第１項において述べられた義務の履行を怠り，また不適切に
行動したとみなされ得る場合には，保険者は契約を終了するか，またはその
修正を申込むことができる。
 保険者は，そのような事実を知った日から２ヶ月以内に契約を終了す
るか，またはその修正を申込むかのいずれかを選択するものとする。契
約の終了は，保険契約者が最後に知らせた住所においてその通知を受け
た日から１５日後に効力を生ずる。
保険者が契約の修正の申込をした場合には，保険契約者には，修正の
申込を受けた日から１５日以内にその申込を承諾するかまたは拒絶する
権利が与えられる。保険契約者が申込を拒絶するか，または回答を怠る
場合には，保険者は１５日間通知した上で，８日以内に契約を終了させ
ることができる。
 契約が終了される場合，保険者は保険契約者に対して保険カバーが提
供されない期間に対応する保険料の割合部分を払い戻すものとする。
 契約が修正されるか，または契約の終了が効力を生ずる以前に保険金
請求がなされる場合には，保険者は，既払いの保険料と，保険契約者が
リスクを正確に申告していたならば支払うべきであった保険料の割合に
一致した保険カバーのみを提供する責めを負う。
４．保険契約者が，保険者を欺罔する意図をもって第１項において述べられた
義務の履行を怠った場合には，保険者は契約を終了させることができる。
 保険者は，そのような事実を知った日から２ヶ月以内に上記の措置を
講ずるものとする。
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 損害賠償金として既払いの保険料は保険者に帰属し，また保険者には
支払われるべき全ての保険料の支払いを受ける権利が与えられる。
 保険者は，いかなる保険金請求についても責任を負わないものとす
る。
５．第３項および第４項の場合，保険契約者側の詐欺的または不適切な行動の
立証責任は保険者に課せられるものとする。
E. E. C.指令第３条（以下指令第３条と記す）は，契約締結前に保険申込人
に課せられる開示義務に関する規定である。本条は，広範な開示義務を維持す
る一方で，一定の場合には，開示義務の不履行の際に被保険者に保険金請求の
一部を認めることにより，保険者と被保険者間の利益のバランスを保つことを
意図している。すなわち本条は，保険者にリスクの評価に必要な全ての情報を
与えることとする一方で，被保険者に対しては，開示義務の違反によって保険
金請求の全てが拒絶されることが正当化されない場合には，比例的に一部減額
された保険金の請求をなし得るものと規定しているのである。そしてこれに際
しては，開示義務の違反の態様，それに応じた違反の効果等が考慮されてお
り，それぞれについて詳細な規定が置かれている。４）
法律委員会はこの指令第３条の規定は，現行のイギリス法と比較すると少な
くとも３つの相違点があるとしている。第１に指令第３条第１項は，保険申込
人に対して，自分が知っており，また保

険

者

のリスクの評価または引受けに影
響を及ぼし得る全ての事実を保険者に開示することを求めているが，法律委員
会によれば，ここで言う「保険者のリスクの評価または引受け」の「保険者」
とは，申込人が実際に保険を申込む「当該保険者（actual insurer）」であり，
このことは，イギリス法が保険申込人に対して一般化された「慎重な保険者
（prudent insurer）」の判断に影響を及ぼす事実を開示することを求めているこ
４）Par.４.２.
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ととは異なっているとされる。第２にイギリス法においては，申込人による不
開示の際には，その不開示が詐欺的なものであるか，過失（negligent）による
ものか，または単なる善意によってなされたものであるかに関係なく，保険者
に契約を取消す権利が与えられるのであるが，指令第３条においては，大陸法
系で用いられている過失（fault）の概念に基づき，開示義務違反のサンクショ
ンは違反の性質によって異なっているとされる。第３には，イギリス法におい
ては開示義務違反の効果はいわゆるオール・オア・ナッシング（all or nothing）
であり，不開示の際には保険者は契約を取消し，保険金請求の全額の支払いを
拒絶することができるのであるが，これとは対照的に指令第３条においては，
一定の場合，被保険者には比例的に減額された保険金の請求をなす権利が与え
られているのである。５）この「比例原則（proportionality principle）」こそは，本
指令の不開示に対するアプローチの要（lynch-pin）であり，法律委員会は以下
においてこれを詳細に検討している。
 比例原則
比例原則は，指令第３条第３項号において規定されている。これによれ
ば，保険契約者が開示義務に違反し，また不適切に行動したとみなされ得る場
合において，契約が修正されるか，または契約の終了が効力を生ずる以前に保
険金請求がなされる際には，保険者は，既払いの保険料と，保険契約者がリス
クを正確に申告していたならば支払うべきであった保険料の割合に一致した保
険カバーのみを提供する責めを負うのである。６）これはフランス法をモデルとし
た規定であり，７）一定の場合においては被保険者による開示義務違反の際に，保
険者は保険金請求の全てを拒絶するのではなく，保険金を減額して被保険者に
支払うということを意図している。この比例原則は，イギリス法におけるオー
ル・オア・ナッシング原則を変更するものであり，一見すると被保険者に支払
われるべき保険金の額は一定の数式に基づき確実に計算されるように思われる
５）Par.４.３.
６）１１９頁を参照。
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が，しかし法律委員会は，この原則には固有の限界と欠点があるとしている。８）
比例原則は，保険者が保険申込の時点において不開示の事実を知っており，
またそれに基づいて保険料を定めたであろうということを仮定し，保険者がそ
のような高額の保険料を請求したであろう場合には，被保険者の保険金請求額
は，実際に支払われた保険料と概念上のより高額の保険料の割合に比例して減
額されるべきものとするのであるが，法律委員会は，保険者としては，不開示
の事実に対して保険料の増額以外の対応があると指摘し，その例として以下の
４つを挙げている。それらはすなわち，保険者がリスクを全く拒絶したかも
しれない場合，保険者が，被保険者に対して付加的にワランティを課したか
もしれない場合，保険者が免責条項を用いることにより，リスクの範囲を狭
めたかもしれない場合，保険者が免責金額を設定したか，または増額したか
もしれない場合であるが，かかる場合においては，被保険者が受け取るべき保
険金の額はどのように算出されるべきであるのか，比例原則はこれを明らかに
することができないと指摘されている。９）
法律委員会はこれらの中でのように，不開示の事実を知っていたならば，
保険者がリスクを全く拒絶したであろう場合が比例原則によって解決が見出せ
ないケースとして重要であるとしている。すなわち保険者としては，申込人の
７）フランス保険法典 L.１１３－９条は，悪意が証明されない保険契約者・被保険者側の不告知
または不実告知によっては保険契約は無効とはならず，不告知または不実告知が保険事故
発生後に証明された場合には，危険が完全にかつ正確に告知されていたならば支払われる
べき保険料率に対する既払いの保険料率の割合により保険金が減額されると規定している
（新井・金岡・笹本・岡田・潘訳『ドイツ，フランス，イタリア，スイス保険契約法集』
社団法人日本損害保険協会，社団法人生命保険協会，２００６年，－１４，１５）。フランスにお
いては，告知義務違反の効果としてのこのような保険金の比例的減額の規定は，１９３０年制
定の保険契約法に採用されたのであるが，しかしこれは法の起草者の創造物ではなく，既
に実務界で行われていた火災保険約款の規定を一般化し，補完し，かつ義務化したものに
過ぎないとされている（鈴木辰紀「フランスの告知義務制度について」『損害保険契約の
基本問題－今村有博士古稀記念論集－』財団法人損害保険事業研究所，１９６７年，２２９頁）。
８）Par.４.４.
９）Par.４.５. 法律委員会はさらに複雑さを増す場合として，保険者が不開示の事実を了知
していたならば，リスク（またはその大部分）を出再したであろう場合，またはロイズの
アンダーライターのようにリスクの一部分のみを引受ける保険者が，ごく一部のリスクの
みを引受けたであろう場合を挙げている。
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個人的な特性，例えば損害歴や犯罪歴といったリスクの性質を顧慮して，いか
なる保険料をもってしてもリスクを引受けない場合が有り得るのであるが，こ
のような場合において，被保険者に保険金請求の一部が認められるのか否かが
指令第３条においては明確ではないのである。１０）仮に，被保険者に幾らかの保
険金を支払うということになれば，それは保険者にとって不公正となるであろ
うと法律委員会は指摘している。１１）
法律委員会は続いて，スウェーデンとフランスにおける実例を挙げている。
すなわち，スウェーデンにおいては種々の問題が生じるために，１９７７年に政
府委員会が消費者保険における厳密な比例原則の廃止を勧告しており，それを
受けて１９８０年消費者保険法においては，よりフレキシブルな規定が採用され
ている。１２）フランスにおいては保険法典 L．１１３‐９条が比例原則を定めている
が，やはり上述のように，保険者が不開示の事実を知っていたならばリスクを
全く拒絶したであろう場合が，実務における比例原則の適用に際して特に問題
となっていると指摘されている。この場合裁判官は，概念上の保険料について
証拠が有り得なくとも，裁量によって公正な減額を決定しなければならないよ
うであるが，しかしかかる処置はピカールとベソン（Picard et Besson）によっ
ても「理論的，恣意的に陥り易く，実情に合わない恐れがある１３）」と批判され
てきたとされている。実際上も裁判所においては，比例原則の適用を拒絶する
１０）本指令の第５草案における第２条第６項においては，このような場合，保険者は全ての
責任を免れるとする規定が置かれていたのであるが，これは本指令においては削除されて
いる。
１１）Par.４.６.
１２）スウェーデン消費者保険法第３０条は，「保険が締約されたときに保険契約者が故意また
は軽微でない不注意によって不正な告知をなし，あるいは重要な事実を告げなかったとき
は，保険給付は，全ての被保険者につき減額されうる。その減額は，保険事故および損害
の範囲についての真実の事実関係の意義，ならびに保険契約者の故意または過失およびそ
の他の事情を顧慮して，妥当とされるところに従って行なわれる」と規定している。なお
本条文については，山下丈「スウェーデン消費者保険法について」『民商法雑誌』第８２巻
第６号，７６２頁を参照した。
１３）鈴木，前掲論文，２４４頁，註１６においても，ピカールとベソンがこのように述べている
ことが指摘されている。
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か，または減額を最小限にとどめるといった処置がなされており，さらには，
比例原則は保険者にとって不公平であるとの強い批判もフランスにおいてはな
されてきたと法律委員会は指摘している。１４）
法律委員会は続いて，不開示の事実を保険者が了知していたならばより高額
の保険料を請求したであろうとしても，そのより高額の保険料の額を決定する
こともまた困難であるとしている。すなわち，生命保険や自動車保険の加入時
における年齢や自動車の年式などの不実表示のように，不開示の事実が量的な
ものである場合には確固とした保険料率表，すなわちタリフが存在すれば概念
上のより高額の保険料を算出することはそれほど困難ではないが，しかし例え
ば，生命保険における胃の疾病や自動車保険における過去の自動車犯罪歴の不
開示のように，不開示の事実が量的というよりはむしろ質的なものである場合
にはタリフは役に立たず，概念上の保険料がいくらになるのかについては法廷
において専門家の証拠によって争われることになるとしている。１５）
法律委員会はこのように比例原則の難点を指摘し，そしてこれらの難点は比
例原則に固有の欠点のために生じているとしている。それはすなわち，比例原
則は保険契約の唯一つの条件，すなわち保険料のみに着眼しており，それ故に
リスクが正しく開示されていた場合に，保険者が他の条件を変更したかもしれ
ない場合が考慮されておらず，また常に保険者がリスクを引受けたであろうと
いうことを仮定しているということである。法律委員会は，これらの点が比例
原則のイギリス法への導入に際して問題となるとしている。１６）さらには，指令
第３条による比例原則は，現行のイギリス法よりも開示義務の範囲について被
保険者の負担をさらに増す可能性があるということが指摘されている。すなわ
ち指令第３条第１項は，被保険者に対して，彼が実際に保険を申込む当該保険
者（actual insurer）の判断に影響を及ぼし得る事実を開示することを求めてお
１４）Par.４.７.
１５）Par.４.８.
１６）Par.４.９.
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り，概念上の保険料も，リスクが正しく説明されていたならばその当該保険者
が請求したであろう金額になるのであるが，このことが保険申込人にとって現
行のイギリス法よりも負担になると指摘されている。何故なら現行法は被保険
者に対して，一般化された「慎重な保険者（prudent insurer）」の判断に影響を
及ぼすであろう事実の開示を求めているのであるが，この「慎重な保険者」が
「当該保険者」となった場合には，その当該保険者がどのような情報を求めて
いるのかを予想することは「慎重な保険者」の場合よりも困難であり，また求
められる情報の量も増える可能性があるからである。１７）また，概念上の保険料
の決定について，保険者が提示する証拠に対して被保険者が異議を唱え，それ
を覆すことは非常に困難であるということ，さらには保険者にとっても，事後
的にリスクを正しく再評価することはしばしば困難であるということが指摘さ
れている。１８）法律委員会はこれらの反論に対する方策として，当該保険者基準
による比例原則と，慎重な保険者基準による既存のイギリス法または合理的な
被保険者基準による改正法との併用を例に挙げて検討しているが，しかしこれ
らは実際には機能しないとされ，１９）結論として，指令第３条における当該保険
者基準には反対意見があるものの，しかしこの基準なしの比例原則は，矛盾し
た望ましくない結果をもたらすであろうとしている。２０）またさらなる反論とし
て，比例原則は，被保険者が概念上のより高額の保険料を支払うことに同意し
たであろうということを前提としているが，しかし被保険者としては，そのよ
うな高額の保険料を支払うよりはむしろ，リスクを保有することを望んだかも
しれないということが指摘されている。２１）
１７）Par.４.１０.
１８）Par.４.１１.
１９）Par.４.１２.
２０）Par.４.１３. 重要性の判断基準および概念上の保険料の算定の双方について慎重な保険者
基準を適用した場合には，現行法の欠陥をさらに悪化させるということ，また合理的な被
保険者基準を適用した場合には，概念上の保険料の決定が困難となるということが指摘さ
れている。
２１）Par.４.１４.
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法律委員会は続けて，指令第３条における比例原則には概念上の保険料につ
いて曖昧な点があるとしている。すなわち指令第３条によれば，概念上の保険
料とは「保険契約者がリスクを正確に申告していたならば支払うべきであった
保険料」であるが，それが，被保険者が開示すべきであった事実を保険者が
知っていたならば請求されたであろう保険料であるのか，または保険者が全て
の重要な事実を知っていたならば請求されたであろう保険料であるのかが明確
ではないのである。例えば，住宅保険の申込人が地下室に可燃物を保管して
いるということ，および住宅の基礎部分に欠陥があるということの開示を
怠った場合に，契約申込の時点において，その申込人がの事実については
知っていたがの事実については知らなかったとすると，指令第３条第１項の
もとに申込人はの事実を開示する義務のみを負うことになる。しかし概念上
の保険料については，およびの事実の双方を考慮するのか，またはの事
実のみを考慮するのかが明確ではないのである。法律委員会は，指令第３条の
文言は双方を考慮すべきであるということを示唆しており，このことは，知ら
なかった事実の不開示を理由に被保険者が事実上ペナルティを科せられるとい
うことになるために，明らかに不公正となるとしている。２２）
法律委員会はこのように比例原則に関する問題点を挙げた上で，指令第３条
がイギリス法に採用された場合，特に妥当な概念上の保険料の決定が困難とな
るということを主たる理由として，２３）比例原則はイギリス法に導入されるべき
ではないと結論付けている。２４）
 指令第３条におけるその他の規定の分析
指令第３条第１項によれば，保険申込人は「自らが知っており，また保険者
のリスクの評価または引受けに影響を及ぼし得る全ての事情」を申告する義務
を負うのであるが，法律委員会はこの規定による義務は，イギリス法における
２２）Par.４.１５.
２３）Par.４.１７.
２４）Par.４.１６.
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開示義務と３つの点において異なっているとしている。第１の点は既に指摘さ
れているように，申込人が開示することを求められる事実について，イギリス
法においては，それは一般化された慎

重

な

保

険

者

の判断に影響を及ぼすであろ
う事実であるのに対して，指令第３条第１項においては，それは当

該

保

険

者

の
リスクの評価または引受けに関する事実であるということである。第２の相違
は，指令第３条第１項によれば，申込人は「自らが知っている」事実を開示す
ることのみを求められるのに対して，イギリス法においては，申込人に対して
ある程度の推定認識（constructive knowledge）を認めることが可能であるとい
うことである。第３の相違は，指令第３条第１項においては，申込人は「保険
者のリスクの評価または引受けに影

響

を
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及

ぼ

し

得

る

（may influence）」事実を
開示せねばならないとしているのに対して，イギリス法においては，申込人は
慎重な保険者の判断に影
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響
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を

及

ぼ

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
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
ろ

う

（would influence）事実の開示が
求められるのみであるという点である。
これらを整理すると，指令第３条第１項による開示義務は，第１および第３
の点については，イギリス法における開示義務より申込人の負担を増すもので
あり，第２の点についてはその負担を軽減するものであるということになる。
何故なら，第１の点については既に指摘されているように，当該保険者が求め
る情報の量は慎重な保険者よりも多くなり得るからであり，第３の点について
は同様に，保険者の判断に影
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
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
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
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fact have influenced）事実よりもその数が多くなるからである。第２の点につ
いては，指令第３条第１項によれば被保険者は，知る方法を知っており，また
知るべきであった重要事実の不知を主張することができるということであ
る。２５）
指令第３条第１項は続けて，保険者が既に知っているかまたは周知の事実に
２５）Par.４.１８.
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ついては開示義務は生じないとしているが，これはイギリス法と同様である。
また，保険者が書面により特に質問した事柄に関する事情は，反証がなければ
リスクにとって重要であるとしているが，この点については，法律委員会は特
に異を唱えるものではないとしている。２６）その他としては，指令第３条には，
開示義務の存在と範囲およびその不履行の際の結果について被保険者に警告す
る規定がないということ，２７）また保険者による質問に対して被保険者が回答す
る際の義務はどのようなものであるのかに関する規定がないということが指摘
されている。２８）
指令第３条のその他の規定は，開示義務違反に際しての保険者の救済方法に
関するものであり，これらは被保険者による開示義務違反を３つに分けて規定
している。それらは以下の通りである。２９）
 被保険者の善意による違反の場合。（指令第３条第２項）
 被保険者が義務に違反し，また「不適切に（improperly）行動したとみな
され得る」場合。３０）（指令第３条第３項）
 被保険者が保険者を欺罔する意図をもって義務に違反した場合。（指令第
３条第４項）
法律委員会は，これらの中での被保険者が「不適切に行動したとみなされ
得る」場合の開示義務違反が最も重要であるとして第１に取り上げている。こ
２６）Par.４.１９.
２７）Par.４.２０.
２８）Par.４.２１.
２９）Par.４.２２.
３０）指令第３条第３項は，開示義務に違反した被保険者が「不適切に行動したとみなされ得
る」場合に関する規定であるが，これはドイツやフランスなどの大陸法系の契約法に見ら
れる過失（fault）の概念に基づいている。法律委員会は，この過失の概念がイギリス契約
法にとって馴染みのないものであるということを理由としてこの概念に反対するものでは
ないとしながらも，しかし「不適切に」という語は，イギリスの法律家にとっては意味を
成さないとしている。それは，「不適切」の境界が不確かであるからであり，またこのこ
とは被保険者の権利を決定するに際しても不適当であるとされる。何故なら，比例原則の
適用の可否は，被保険者が「不適切に行動したとみなされ得る」か否かに拠るからである
（Par.４.２３.）。
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の場合，保険者が違反の事実を知った時点が，保険金請求がなされた以前であ
るのか以後であるのかによって結果が異なるのであるが，通常は，保険金請求
がなされた後に保険者が不開示の事実を知るということが一般的であり，その
ような場合には，被保険者の得る保険金の額は，指令第３条第３項号のもと
に比例原則に従って減額されることになる。保険金請求がなされる前に保険者
が不開示の事実を知った場合には，保険者には契約を終了するか，またはその
条件の修正を申込む選択権が与えられる。保険者は，不開示の事実が存在する
ことを知った日から２ヶ月以内にどちらかを選択しなければならず，また保険
者が申込むことができる修正には制限がない。法律委員会は，保険者が申込む
ことができる修正として以下の５つが考えられるとしている。
 保険料を増額する。
 ワランティを付加する。
 免責条項を用いることによりリスクの範囲を狭める。
 契約に他の条項を含める。
 保険カバーに関する条項を変更するか，または条項を削除する。
このような修正が保険者から申込まれた場合には，保険契約者は，１５日以
内にその申込を承諾するかまたは拒絶するかを決定することになる。保険契約
者が申込まれた修正を拒絶するか，または１５日の期間内に承諾しない場合に
は，保険者は１５日間通知した上で，８日以内に契約を終了させることができ
る。契約が終了される場合，保険者は保険契約者に対して保険カバーが提供さ
れない期間に対応する保険料の割合部分を払い戻す義務を負う。３１）
法律委員会はこのように指令第３条第３項を概観した上で，以下の３点につ
いて考察の必要があるとしている。第１にそれは，保険者が違反を知った後に
自らの権利を行使しない場合に関する規定が存在しないということである。こ
のように，保険者がその権利を行使することなく期限が終了した際には，保険
３１）Par.４.２４.
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者は被保険者の義務違反について権利放棄したとみなされねばならず，また契
約は，全ての重要な事実が開示されていた場合と同様に継続するものとされて
いる。第２には，保険者が違反の事実を知った際に，その違反が善意によるも
のであると誤信して契約の修正を申込む場合である。善意の違反の場合には，
保険者は契約を直ちに終了させる権利を有さないのであるが，仮に保険者が被
保険者の違反が「不適切」なものであるということを知っていたら，契約を終
了させる権利を行使したかもしれない場合，保険者は違反が本当は不適切なも
のであったと知った際に契約を終了させることができるのか，または契約の修
正を申込んだことにより，契約を終了させる権利を喪失するのか，この点が明
確ではないとされている。第３には，契約の修正の申込を承諾するかまたは拒
絶するかの決定について，保険契約者には僅かに１５日の期間しか与えられて
いないということである。法律委員会は，このような重要な決定を行うにはこ
の期間は短すぎるとしている。３２）
続いて，善意による違反の場合が検討されている。この場合においても違反
の結果は，保険者が違反を知った時点が保険金請求がなされた以前であるの
か，または以後であるのかによって異なっている。保険金請求がなされた後に
違反が発見された場合には，指令第３条第２項号のの規定により，保険者
は保険金の全額を支払わねばならない。保険金請求がなされる以前に違反が発
見された場合には，保険者には契約の修正を申込む権利が与えられるが，しか
しこの時点では契約を終了させる権利は与えられてはいない。保険契約者は，
契約修正の申込を承諾するかまたは拒絶することになるのであるが，彼がそれ
を拒絶する場合，または少なくとも期限内に回答しない場合には，保険者は契
約を終了させることができる。それぞれの段階における期限および契約が終了
された場合における保険料の返還に関する規定は，「不適切」な義務違反の場
合と同様である。また，被保険者による義務違反がない場合においても，契約
３２）Par.４.２５.
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が締結された際には両当事者が知らなかった重要な事情がその後明るみに出た
場合には同様な結果となるとされている。３３）
法律委員会は，このような善意の違反および重要な事情が事後に明るみに出
た場合における手続きも，「不適切」な違反の場合におけるのと同様な批判が
妥当するとし，またさらなる批判として以下の点を指摘している。それはすな
わち，保険者が保険契約者にとって受け入れ難い契約の修正を申込み，契約が
終了される場合，結果として保険契約者は過失のない，または義務違反のない
状況において保険カバーを喪失するということである。この場合保険契約者
は，新たな保険カバーを入手せざるを得ないが，しかしこれは非常に不便であ
るとともに，保険者は以前の保険カバーが終了されたという事情を重要である
とみなすために，事実上非常に困難であるということ，またそれ故に，１５日
という短期の通知期間が過ぎた後，保険契約者がほぼ必然的に無保険の状態に
置かれるということが指摘されている。３４）
保険契約者が保険者を欺罔する意図をもって開示義務違反を犯した場合に
は，指令第３条第４項により，保険者は違反の事実を知った日から２ヶ月以内
に契約を終了させることができる。この場合，既払いの保険料は保険者に帰
属し，また保険者には未払いの全ての保険料の支払いを受ける権利が与えられ
る。さらに，保険者はいかなる保険金請求についても責任を負わない。法律委
員会は，「保険者を欺罔する意図をもって」という文言は，認識ある過失
（recklessness）の要素を含まないために詐欺（fraud）よりは範囲が狭いのでは
ないかとしている。この指令第３条第４項の手続きについて法律委員会は，以
下の点を除いては申し分ないとしている。それは既に「不適切」な違反に関連
して指摘されたのと同様に，保険者が被保険者の欺罔の意図を知っていたら，
疑いなく契約を終了させたであろう場合に，保険者が違反は善意または「不適
切」なものであったと誤信して契約の修正を申込んだかもしれない場合につい
３３）Par.４.２６.
３４）Par.４.２７.
イギリス開示義務法改正動向の変遷 １３１
てである。この場合保険者は，違反の本質を知った後に契約を終了させる権利
を行使できるのか否かが明確ではないと指摘されている。３５）
その他としては，指令第３条第５項が，違反が「不適切に」行われたか，ま
たは保険者を欺罔する意図をもって行われたかの立証責任は保険者に課せられ
ると規定しているが，どのような証明の基準が求められるのかに関する規定が
存在しないということ，３６）およびメモランダムには指令第３条および第４条の
除外規定があるが，その除外の範囲が明確ではないということ３７）が指摘され
ている。
以上を総括して法律委員会は，既述の比例原則の採用に対する反論に加えて
指令第３条全般について以下の点が問題であるとしている。
 指令第３条は開示義務違反の種々の態様に関して規定しているが，しかし
これは不適当であり，またそれぞれの違反のタイプの境界が十分な正確さを
もって定義付けされていない。
 指令第３条が定める手続きは，契約期間中に行うには複雑かつ不確かであ
る。
 全体として指令第３条は，過度な，また不必要な管理費の増加を生じさせ
るであろう。
 指令第３条は多数の訴訟を引き起こすことになる。
これらにより，指令第３条は，イギリス法の改正を考察する上で満足のいく
基礎とはなり得ないと法律委員会は結論付けている。３８）
Ｂ．全ての開示義務の廃止，または消費者保険についての開示義務の廃止もし
くは緩和
３５）Par.４.２８.
３６）Par.４.２９.
３７）Par.４.３０.
３８）Par.４.３１.
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 全ての開示義務の全面的廃止
続いて，法改正の第２の方法として全ての開示義務の全面的廃止が検討され
ている。しかしこれについては，現在の状況は Carter v. Boehm 事件において
マンスフィールドにより判決がなされた時代とは事情が大きく異なり，また
今日ではリスクに関する重要な情報を被保険者から得る手段として，申込書が
広く用いられているとはしながらも，なお保険者は被保険者による情報の開示
に頼らねばならないのであり，全ての開示義務の全面的廃止は望ましくもな
く，また実行可能でもないとされている。法律委員会は２つの例を挙げてこの
点を説明している。第１の例として，保険を申込もうとしている被保険者の生
命に何らかのリスクが差し迫っている場合が挙げられている。この場合に開示
義務が存在しないのであれば，彼は自らの生命が脅威にさらされているという
事実，およびそれが重要な事実であるということを知りながら，質問されるこ
とが無ければその事実を開示することなく生命保険を申込むことが可能となる
のであるが，このようなことはまず有り得ないとされる。また第２の例として
は，建物に火災のリスクが差し迫っている場合が挙げられている。この場合も
同様に，開示義務が存在しないのであれば，保険を申込もうとしている被保険
者は，質問されることが無ければそのようなリスクを明らかにすることなくそ
の建物について火災保険を申込むことが可能となるが，どちらの場合において
も，そのような差し迫った脅威は保険者に告げられねばならないということは
明らかであり，また保険者にその脅威について適当な質問をなすことを期待す
ることは合理的ではないとされる。このような結果を避けようとするのであれ
ば，全ての保険種目について広範囲にわたる質問表を用いざるを得ないが，し
かしそれには費用がかかり，またそれは通常かつ合理的な保険引受業務を阻害
することになるであろうとされている。３９）保険業界側も，開示義務の廃止は保
険者による正確なリスクの評価を不可能とし，したがってリスクの質の良し悪
３９）Par.４.３２.
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しによって保険料を差別化することができなくなると指摘している。法律委員
会はこのような主張を受け入れ，開示義務の全面的廃止については反対である
としている。４０）
 消費者保険についての開示義務の廃止
次いで，消費者保険についての開示義務の廃止が検討されている。これは，
一般の消費者は商業的取引とは区別して取り扱われるべきであるという主張に
基づくものであり，特に消費者は保険者に対して自発的に重要な情報を開示す
る義務を負うべきではなく，保険者がそのような情報を欲するのであれば質問
をすべきであるということが提案されている。この場合における「消費者」と
は，業務上契約を締結するわけでもなく，またそのようにもみなされない者で
あるとされている。したがって，店舗の上のアパートに居住する店主が，店舗
およびその内容物に保険を付ける場合には，彼はビジネスマンであるが，アパ
ートおよび家財に保険を付ける場合には消費者となる。４１）
しかし法律委員会は，被保険者を「消費者」と「非消費者」に区分し，消費
者保険についてのみ開示義務を廃止することについては否定的である。それは
たとえ消費者であっても，先に示した火災保険の例と同様に，自らの家屋につ
いて保険を申込む際には差し迫った火災の脅威については開示すべきであると
考えられるからであり，４２）また普段保険と関わりを持たないビジネスマンは，
保険者にとって何が重要な事実であるのかということに関する知識または経験
を有さないために，消費者と同様な保護が必要であると考えられるからであ
る。４３）
さらに，消費者は開示義務または開示義務違反の結果について全く知らない
ために，そのような消費者に開示義務を課すことは不公正であるという意見も
４０）Par.４.３３.
４１）Par.４.３４.
４２）Par.４.３５.
４３）Par.４.３６.
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主張されたが，これに対しては，多くの小規模な事業体も同様に，保険の申込
に際して保険法に関する詳細な知識を有しているということはまず有り得ない
ということが指摘されている。法律委員会は，保護が必要な被保険者とそうで
ない被保険者の区分は実際に則して行われるべきであるとし，それは「専門
家」と「非専門家」という区分であるべきとしている。４４）
また，消費者保険を別個に扱うということになると，既に海上・航空・運送
保険は本レポートの勧告の対象外となっているために，被保険者が「消費
者」・「非消費者」・「海上・航空・運送保険の被保険者」の３つに区分され，そ
れぞれに異なる法規が適用されることになるが，これは明らかに複雑であり，
また望ましくないと指摘されている。４５）法律委員会は，被保険者の保護は「消
費者」と「非消費者」に分けて行われるのではなく，保険申込書に関する法を
見直すことにより行われるべきであるとしている。４６）
 消費者保険についての開示義務の緩和
その他としては，消費者保険については，不開示が詐欺的でなければ保険者
には保険契約を履行拒絶する権利は与えられるべきではないという意見が主張
されたが，これに対して法律委員会は，保険申込人が保険者を欺く意図をもっ
て重要な事実を自発的に告げることを怠ったということの立証に保険者が成功
することはごく例外的な場合であり，また，たとえ申込書に虚偽の記載があっ
たとしても詐欺の立証は困難であるために，このような緩和措置は受け入れ難
いとしている。４７）
結果として法律委員会は，被保険者を「消費者」と「非消費者」に分けて法
を規定することは実務において変則的な結果をもたらすことになるとし，より
寛大な規定が適用される「消費者保険」という特別のカテゴリーを設けるので
４４）Par.４.３７.
４５）Par.４.３８.
４６）Par.４.３９.
４７）Par.４.４１.
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はなく，海上・航空・運送保険以外の全ての保険に関する開示義務の全般的な
緩和が望ましい４８）として，次に開示義務の改正を検討している。その詳細に
ついては，以下において明らかにすることとしたい。 （未完）
（追記）
本稿の執筆中，２００７年７月１７日，イギリス（イングランド・ウェールズ）
法律委員会およびスコットランド法律委員会により，保険契約法の現代化を検
討するための「保険契約法：被保険者による不実表示，不開示およびワラン
ティ違反（Insurance Contract Law : Misrepresentation, Non-Disclosure and Breach
of Warranty by the Insured）」と題するコンサルテイション・ペーパー
（Consultation Paper）が発表された。しかしこれはまだ暫定的なプロポーザル
であり，両法律委員会は２００７年１１月１６日まで外部からのさらなる意見を受
け付けている。
コンサルテイション・ペーパーは〈http://www.lawcom.gov.uk/docs/cp１８２_web.
pdf〉から閲覧できるが，しかしこれは大部なものであり，その概略がサマリ
ーとして公表されている。サマリーは〈http://www.lawcom.gov.uk/docs/cp１８２_
summary.pdf〉から閲覧可能である（last accessed６September２００７）。
この２００７年のコンサルテイション・ペーパー（以下２００７年ペーパーと記
す）においては，本稿において明らかにした１９８０年のレポート（以下１９８０年
レポートと記す）の内容が幾つか変更されている。その詳細を明らかにするこ
とは別稿に委ねることとするが，重要と思われる変更点は，本稿において明ら
かにしたように，１９８０年レポートにおいては明確に拒絶された比例（プロ・
ラタ）原則が，２００７年ペーパーにおいては「消費者保険」について採用され
ているということである。
２００７年ペーパーは１９８０年レポートとは異なり，法改正を「消費者保険」と
４８）Par.４.４２.
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「ビジネス保険」に分けて検討し，このうち消費者保険について開示義務違反
がなされた場合の保険者の救済（remedy）を消費者の過失の程度に応じて定め
ている。すなわち，故意による違反の場合には保険契約は取消され，また無過
失の違反の場合には保険契約者は保護されるのであるが，過失による違反の場
合には，「不開示の事実が開示されていたならば，保険者がどのように行動し
たか」ということを基準として保険者の救済が決定されるのである。
２００７年ペーパーは，不開示の事実を知っていた場合の保険者の行動を，
保険料の増額，免責条項の適用，ワランティの付加または免責金額の設
定，リスクの拒絶の４つに区分し，このうちの保険者が保険料を増額した
であろう場合に比例（プロ・ラタ）原則の適用を認めている。
１９８０年レポートは，不開示の事実を知った場合の保険者の行動は多様で
あるということ，および妥当な概念上の保険料の決定が困難であるというこ
とを理由として比例（プロ・ラタ）原則の採用を拒絶したのであるが，２００７
年ペーパーは，の点については１９８０年レポートを踏襲し，これを受けて保
険者が保険料を増額したであろう場合にのみ比例（プロ・ラタ）原則を適用す
ることとし，の点については，これまで保険オンブズマンやその後身の金融
オンブズマンが比例（プロ・ラタ）原則を適用してきた経験から鑑みて，１９８０
年レポートは，比例（プロ・ラタ）原則の難点を誇大に考えていると評してい
る（Par.４.１６０－４.１６２）。
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